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カーボンニュートラル社会の実現に向けて，水素エネルギーインフラの整備が世界各地で加速度的に進
展しています。本特集では，水素エネルギーに関する「つくる」「はこぶ」「つかう」「まもる」の4つの視点を軸
に，最新の技術動向と未来への展望を多角的に掘り下げます。「つくる」では，水素製造とりわけ再生可能
エネルギーを活用したグリーン水素の生成技術，その関連分野における研究開発の現状と今後の技術革新
の可能性に迫ります。「はこぶ」では，有機ハイドライドを利用した水素キャリア技術や水素運搬船を活用
した大規模輸送インフラの構築状況を取り上げ，国際的な供給網の形成に向けた課題と展望を紹介します。
「つかう」では，水素の産業利用の一例として，水素ガスタービン技術の実装・応用状況に注目し，実用化
の進捗と期待される波及効果を探ります。さらに「まもる」の視点からは，水素利活用に伴う安全性確保に
向けた取り組み，規制整備の動向，実証データの収集・共有に関する最新の活動を紹介します。本特集を
通じて，水素エネルギーインフラの現在地を的確に捉え，今後の社会実装に向けた展望を俯瞰していきます。

（編集担当：伊里友一朗）†
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我が国では，1973年の第一次石油危機をきっかけとし，

1974年に石油代替エネルギーの開発を目的としたサン
シャイン計画の一環で太陽エネルギー，水素製造などの水
素エネルギー関連技術などの研究開発を開始した。1978
年に開始したムーンライト計画の一環として水素の高効率
利用技術である高効率ガスタービンや燃料電池発電技術の
研究開発が進められ，1993年からはサンシャイン計画と
ムーンライト計画を統合したニューサンシャイン計画およ
び水素利用国際クリーンエネルギーシステム技術（WE-

NET）で様々な技術開発が進んだ。これらのなかで，特に
WE-NETは水素による二次エネルギー体系の確立を目指
し，体系的に水素製造技術，水素大量輸送・貯蔵技術，水
素利用技術の研究開発が推進された。その後，国際的なエ
ネルギー価格が比較的廉価で安定していたため，2000年
以降の水素関連技術は固体高分子形燃料電池実用化の研究
開発中心となり，エネルギーのサプライチェーン全体にわ
たる研究開発は中断した。

一方，地球環境問題は1992年にリオ・デ・ジャネイロ
で開催された国連環境開発会議（地球サミット）を契機に気
候変動に関する政府間パネル（IPCC）での科学的な解析や
政策提言，締約国会議（COP）での具体的な行動計画の策
定や国際的な合意形成が継続的に行われている。

温室効果ガス削減に対する取り組みを含む日本のエネル
ギー政策は2011年の福島第一原子力発電所の事故を契機
に見直され，カーボンニュートラルな水素に関する製造，

輸送・貯蔵，利用までのサプライチェーンに関わる研究開
発が推進されている。あわせて，脱炭素成長型経済構造へ
の円滑な移行のための低炭素水素等の供給および利用の促
進に関する法律（水素社会推進法）が2024年10月23日に
施行されるなど，社会実装に向けて色々な動きがある。

カーボンニュートラル実現には，個別技術開発ととも
に，技術を組み合わせてサプライチェーンを構築しなけれ
ばならない。このため，様々な機関がエネルギーモデルに
基づくシナリオ分析を公表しており，水素は重要な役割を
果たさなければならないと考えられるが，そのためのイン
フラ整備を含めた議論は十分とはいえない。

本稿では水素エネルギー協会（HESS）が2024年に発表
したシナリオ分析 1）に基づき，水素エネルギー社会構築の
ために必要なインフラについて概観する。
 

 
ここでは，HESSの「カーボンニュートラルに向けた水

素エネルギーの将来像のシナリオ分析」の概要を紹介す
る。図1にはエネルギーシステムの概念図を示す。左側が
エネルギー供給であり，上から白抜き文字が炭化水素であ
る化石燃料および合成燃料，その下が輸入水素である。こ
こまでが輸入エネルギーであり，原子力以下が国産エネル
ギーである。

シナリオ分析では，これらの供給されたエネルギーを変
換して消費する構成である。それぞれのプロセスについて
コストが最小になるように最適化して，設備の規模，効率

1．はじめに

2． カーボンニュートラルに向けた将来像の
シナリオ分析
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や設置のための投資などを検討することができる。この一
連のプロセスを国際エネルギー機関（IEA）で開発されて
いる長期のエネルギーシステムを分析するThe Integrated 
MARKAL-EFOM System（TIMES）にて，入力条件に対
してエネルギーシステムの総資本コストが最小化するよう
に最適化した。このなかで，日本の森林吸収に対応した量
の化石燃料を使用し，国内の再エネ，原子力に加えて，輸
入燃料としてカーボンニュートラルな水素あるいは合成燃
料を輸入するシナリオとした 2）。
表1に想定したシナリオの前提条件の概略をまとめる。

基本となる最も確からしい値として“輸入水素活用シナリ
オ”，水素輸送コストを高く，合成燃料の製造コストを安
く見積もった“合成燃料活用シナリオ”，水素輸送のみを
高く見積もった“国内水素活用シナリオ”の3つを考え
た。輸入燃料の価格のベースとなる再エネ電力はIEAの予
測の世界平均である3.4円/kWhとした。水電解水素製造，
合成燃料やエネルギーキャリアの合成，海上輸送について
コストを評価し，輸入水素活用シナリオでは，水素輸入価
格は2.89円/MJとした。これを換算すると37円/Nm3 と政
府目標の2030年に30円/Nm3，カーボンニュートラルを達
成する2050年には20円/Nm3 以下と比較すると高価であ
る。その他の日本国内での発電，インフラ，貯蔵に関わる
前提条件は各シナリオ共通である。このなかで，短距離水
素輸送コストはいわゆる“ラストワンマイル”の小口需要へ
の配送コストの評価であり，デフォルトの5円/Nm3は供給
導管を使用する都市ガスと同程度の金額の想定，55円/Nm3

はLPガスのようにボンベをトラックで輸送する戸別配送
を想定した値である。この2つについては輸入水素活用シ

ナリオでケーススタディしてラストワンマイルの影響を検
討した。
図2に解析結果の代表的な例として，各種試算結果をも

とに求めたエネルギー自給率と電力価格の関係を示す。比
較対象として，2019年および2021年の実績とBAU（Business 

as usual）として，化石燃料使用に伴うCO2 排出は全てIEA
の2050年のネットゼロエミッション（NZE）ケースの市場

図1　エネルギーシステムの概念図1）

水素エネルギーシステム，49（2）（2024）より承諾のうえ，転載

表1　各シナリオの前提条件（2050年以降）1）

分類 輸入水素活
用シナリオ

合成燃料活
用シナリオ

国内水素活
用シナリオ

燃料

グリーン水素
輸入価格 2.89円/MJ 3.83円/MJ

e-methane
輸入価格 7.31円/MJ 4.51円/MJ 7.31円/MJ

e-fuel 
輸入価格 8.18円/MJ 4.51円/MJ 8.18円/MJ

燃料輸入量 上限なし

発電

太陽光価格 住宅用太陽光10.5-14.0万円/kW
事業用太陽光8.8-13.5万円/kW

風力価格 洋上風力21.1-31.1万円/kW
陸上風力10.8-29.3万円/kW

CCS貯留量 CCS年間貯留量は900万トン上限

原発再稼働数 現状稼働中の12基のみ残ると想定
（2050年時点では7基）

インフラ
貯蔵

長距離水素 
輸送コスト

5円/Nm3（港湾から大規模需要地ま
たは小口需要地近傍）

短距離水素 
輸送コスト

5円/Nm3（小口需要への供給，水素
インフラの影響では55円/Nm3 を比
較例で評価）

系統増強量 OCCTOマスタープランを下限とし，
さらに増強可能と想定

水電解槽価格 5.2万円/kW
蓄電池価格 6.0万円/kWh

水素エネルギーシステム，49（2）（2024）より承諾のうえ，転載
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取引で相殺することで求めた電力価格も示す。いずれのシ
ナリオでも現状より電力価格は高くなるが，現状の2倍以
上になるBAUケースよりは低く，エネルギー自給率は約
50％程度まで上昇した。3種のシナリオのなかでは，輸入水
素活用シナリオがエネルギー自給率，電力価格とも最も低
く，次いで輸入合成燃料活用シナリオ，国内水素活用シナ
リオの順であった。いずれのシナリオでも民生部門は電化
され，高温の熱需要が多い産業部門が水素化あるいは合成
燃料化に向かった。短距離水素輸送コストを導管供給の都
市ガスを想定した5円/Nm3から戸別配送想定した55円/Nm3

にすると，水素化よりも電化の方が有利になり，民生部門
での定置型燃料電池での水素需要がなくなり，輸入水素受
入基地での集中型水素発電と電力需要に置き換わった。

表2にシナリオごとに必要な主要技術の設備規模と設備
投資額をまとめる。どのシナリオでも国内外に約2000 GW
の再エネ発電，600 GW程度の水電解水素製造が必要であ
る。合成燃料活用シナリオでは，CO2 源に直接空気回収

（DAC）を想定しているため，再エネ発電や合成反応装置
の規模が大きく，海上輸送や国内での水素利用に関する設
備が少ない。また，輸入水素活用シナリオと国内水素活用
シナリオは基本的には同じ設備をどのように配置するかの
違いであるのに対して，合成燃料活用シナリオは，国内に
再エネ電力を導入する以外の変更は全て海外に設置するこ
ととなり，他のシナリオとは異質なものである。また，い
ずれのシナリオでもインフラ整備のために約500兆円の投
資が必要であり，日本のGDPの約600兆円，国家予算の
約340兆円と比べると非常に大きな投資である。本試算で
は，これらを投資額として計算しているが，このうち天然
資源そのものの価格分は1割にも満たないと考えられるこ
と，すでにできあがった産業ではないことから，日本が参
入可能な新たな産業の市場と見るほうが正しいと考える。
 

 
ここまで紹介したシナリオ分析では，輸入水素価格が

37円/Nm3 と現在の化石燃料の価格を基本とした。2050
年には20円/Nm3 以下の政府目標より高価なため，現在よ
りもエネルギー自給率が高いのが特徴である。逆に政府目
標の水素価格を達成したら，エネルギー自給率は下がると
考えられる。カーボンニュートラルに向けたエネルギーシ
ステムの変革が産業構造に影響を及ぼさないのであれば，
エネルギー価格も，それぞれの産業に従事する人口割合も
変化しないと考えられるが，現在の高度に集積した化石燃
料を大規模に採掘，貯蔵・輸送，利用するシステムと比較
し，太陽光発電や風力発電を基盤としたエネルギーシステ

3． カーボンニュートラルに向けたインフラ
整備

現状（2019年度）

現状（2021年度）

BAU（2019年度）

BAU（2021年度）

輸入水素活用シナリオ

輸入合成燃料活用シナリオ

国内水素活用シナリオ
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図2　各シナリオでのエネルギー自給率と電力価格1）

水素エネルギーシステム，49（2）（2024）より承諾のうえ，転載

表2　主要技術の設備規模と設備投資額1）

分類

設備規模（上段）
設備投資額（下段）

輸入水素活
用シナリオ

合成燃料活
用シナリオ

国内水素活
用シナリオ

海外

再エネ 1783.2 GW
60.3兆円

1874.6 GW
63.4兆円

1522.5 GW
51.5兆円

水電解槽 594.4 GW
30.9兆円

624.9 GW
32.5兆円

507.5 GW
26.4兆円

合成反応装置 6.0 GW
0.5兆円

249.5 GW
15.5兆円

6.8 GW
0.6兆円

海上輸送等 -
226.5兆円

-
48.8兆円

-
325.2兆円

国内

再エネ 410.9 GW
77.1兆円

482.0 GW
94.6兆円

554.7 GW
112.2兆円

水電解槽 0.4 GW
0.02兆円

13.1 GW
0.7兆円

56.0 GW
2.9兆円

電力系統 現状比1.9倍
7.8兆円

同2.2倍
10.6兆円

同2.3倍
10.9兆円

国内水素輸送 -
30.3兆円

-
7.9兆円

-
23.7兆円

民生用燃料電池 25.0 GW
5.5兆円

11.5 GW
2.5兆円

20.8 GW
4.6兆円

燃料電池自動車 317.2万台
15.2兆円

223.2万台
11.2兆円

226.4万台
11.3兆円

水素エネルギーシステム，49（2）（2024）より承諾のうえ，転載
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や設置のための投資などを検討することができる。この一
連のプロセスを国際エネルギー機関（IEA）で開発されて
いる長期のエネルギーシステムを分析するThe Integrated 
MARKAL-EFOM System（TIMES）にて，入力条件に対
してエネルギーシステムの総資本コストが最小化するよう
に最適化した。このなかで，日本の森林吸収に対応した量
の化石燃料を使用し，国内の再エネ，原子力に加えて，輸
入燃料としてカーボンニュートラルな水素あるいは合成燃
料を輸入するシナリオとした 2）。
表1に想定したシナリオの前提条件の概略をまとめる。

基本となる最も確からしい値として“輸入水素活用シナリ
オ”，水素輸送コストを高く，合成燃料の製造コストを安
く見積もった“合成燃料活用シナリオ”，水素輸送のみを
高く見積もった“国内水素活用シナリオ”の3つを考え
た。輸入燃料の価格のベースとなる再エネ電力はIEAの予
測の世界平均である3.4円/kWhとした。水電解水素製造，
合成燃料やエネルギーキャリアの合成，海上輸送について
コストを評価し，輸入水素活用シナリオでは，水素輸入価
格は2.89円/MJとした。これを換算すると37円/Nm3 と政
府目標の2030年に30円/Nm3，カーボンニュートラルを達
成する2050年には20円/Nm3 以下と比較すると高価であ
る。その他の日本国内での発電，インフラ，貯蔵に関わる
前提条件は各シナリオ共通である。このなかで，短距離水
素輸送コストはいわゆる“ラストワンマイル”の小口需要へ
の配送コストの評価であり，デフォルトの5円/Nm3は供給
導管を使用する都市ガスと同程度の金額の想定，55円/Nm3

はLPガスのようにボンベをトラックで輸送する戸別配送
を想定した値である。この2つについては輸入水素活用シ

ナリオでケーススタディしてラストワンマイルの影響を検
討した。
図2に解析結果の代表的な例として，各種試算結果をも

とに求めたエネルギー自給率と電力価格の関係を示す。比
較対象として，2019年および2021年の実績とBAU（Business 

as usual）として，化石燃料使用に伴うCO2 排出は全てIEA
の2050年のネットゼロエミッション（NZE）ケースの市場

図1　エネルギーシステムの概念図1）

水素エネルギーシステム，49（2）（2024）より承諾のうえ，転載

表1　各シナリオの前提条件（2050年以降）1）

分類 輸入水素活
用シナリオ

合成燃料活
用シナリオ

国内水素活
用シナリオ

燃料

グリーン水素
輸入価格 2.89円/MJ 3.83円/MJ

e-methane
輸入価格 7.31円/MJ 4.51円/MJ 7.31円/MJ

e-fuel 
輸入価格 8.18円/MJ 4.51円/MJ 8.18円/MJ

燃料輸入量 上限なし

発電

太陽光価格 住宅用太陽光10.5-14.0万円/kW
事業用太陽光8.8-13.5万円/kW

風力価格 洋上風力21.1-31.1万円/kW
陸上風力10.8-29.3万円/kW

CCS貯留量 CCS年間貯留量は900万トン上限

原発再稼働数 現状稼働中の12基のみ残ると想定
（2050年時点では7基）

インフラ
貯蔵

長距離水素 
輸送コスト

5円/Nm3（港湾から大規模需要地ま
たは小口需要地近傍）

短距離水素 
輸送コスト

5円/Nm3（小口需要への供給，水素
インフラの影響では55円/Nm3 を比
較例で評価）

系統増強量 OCCTOマスタープランを下限とし，
さらに増強可能と想定

水電解槽価格 5.2万円/kW
蓄電池価格 6.0万円/kWh

水素エネルギーシステム，49（2）（2024）より承諾のうえ，転載
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取引で相殺することで求めた電力価格も示す。いずれのシ
ナリオでも現状より電力価格は高くなるが，現状の2倍以
上になるBAUケースよりは低く，エネルギー自給率は約
50％程度まで上昇した。3種のシナリオのなかでは，輸入水
素活用シナリオがエネルギー自給率，電力価格とも最も低
く，次いで輸入合成燃料活用シナリオ，国内水素活用シナ
リオの順であった。いずれのシナリオでも民生部門は電化
され，高温の熱需要が多い産業部門が水素化あるいは合成
燃料化に向かった。短距離水素輸送コストを導管供給の都
市ガスを想定した5円/Nm3から戸別配送想定した55円/Nm3

にすると，水素化よりも電化の方が有利になり，民生部門
での定置型燃料電池での水素需要がなくなり，輸入水素受
入基地での集中型水素発電と電力需要に置き換わった。

表2にシナリオごとに必要な主要技術の設備規模と設備
投資額をまとめる。どのシナリオでも国内外に約2000 GW
の再エネ発電，600 GW程度の水電解水素製造が必要であ
る。合成燃料活用シナリオでは，CO2 源に直接空気回収

（DAC）を想定しているため，再エネ発電や合成反応装置
の規模が大きく，海上輸送や国内での水素利用に関する設
備が少ない。また，輸入水素活用シナリオと国内水素活用
シナリオは基本的には同じ設備をどのように配置するかの
違いであるのに対して，合成燃料活用シナリオは，国内に
再エネ電力を導入する以外の変更は全て海外に設置するこ
ととなり，他のシナリオとは異質なものである。また，い
ずれのシナリオでもインフラ整備のために約500兆円の投
資が必要であり，日本のGDPの約600兆円，国家予算の
約340兆円と比べると非常に大きな投資である。本試算で
は，これらを投資額として計算しているが，このうち天然
資源そのものの価格分は1割にも満たないと考えられるこ
と，すでにできあがった産業ではないことから，日本が参
入可能な新たな産業の市場と見るほうが正しいと考える。
 

 
ここまで紹介したシナリオ分析では，輸入水素価格が

37円/Nm3 と現在の化石燃料の価格を基本とした。2050
年には20円/Nm3 以下の政府目標より高価なため，現在よ
りもエネルギー自給率が高いのが特徴である。逆に政府目
標の水素価格を達成したら，エネルギー自給率は下がると
考えられる。カーボンニュートラルに向けたエネルギーシ
ステムの変革が産業構造に影響を及ぼさないのであれば，
エネルギー価格も，それぞれの産業に従事する人口割合も
変化しないと考えられるが，現在の高度に集積した化石燃
料を大規模に採掘，貯蔵・輸送，利用するシステムと比較
し，太陽光発電や風力発電を基盤としたエネルギーシステ

3． カーボンニュートラルに向けたインフラ
整備

現状（2019年度）

現状（2021年度）

BAU（2019年度）

BAU（2021年度）

輸入水素活用シナリオ

輸入合成燃料活用シナリオ

国内水素活用シナリオ
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図2　各シナリオでのエネルギー自給率と電力価格1）
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表2　主要技術の設備規模と設備投資額1）

分類

設備規模（上段）
設備投資額（下段）

輸入水素活
用シナリオ

合成燃料活
用シナリオ

国内水素活
用シナリオ

海外

再エネ 1783.2 GW
60.3兆円

1874.6 GW
63.4兆円

1522.5 GW
51.5兆円

水電解槽 594.4 GW
30.9兆円

624.9 GW
32.5兆円

507.5 GW
26.4兆円

合成反応装置 6.0 GW
0.5兆円

249.5 GW
15.5兆円

6.8 GW
0.6兆円

海上輸送等 -
226.5兆円

-
48.8兆円

-
325.2兆円

国内

再エネ 410.9 GW
77.1兆円

482.0 GW
94.6兆円

554.7 GW
112.2兆円

水電解槽 0.4 GW
0.02兆円

13.1 GW
0.7兆円

56.0 GW
2.9兆円

電力系統 現状比1.9倍
7.8兆円

同2.2倍
10.6兆円

同2.3倍
10.9兆円

国内水素輸送 -
30.3兆円

-
7.9兆円

-
23.7兆円

民生用燃料電池 25.0 GW
5.5兆円

11.5 GW
2.5兆円

20.8 GW
4.6兆円

燃料電池自動車 317.2万台
15.2兆円

223.2万台
11.2兆円

226.4万台
11.3兆円
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ムを維持するためにエネルギー産業従事者の人口割合が増
えるとしたら，人件費に対応するエネルギー価格の上昇は
受け入れざるをえないと考える。また，従来型の化石燃料
とは違い，資源開発が余剰を生む可能性はほとんどないた
め，海外資源であっても，日本が開発投資から関与しない
と合理的な価格でエネルギーを購入できないと考える必要
がある。

新たなエネルギーシステムを構築するうえで，災害や気
候変動，地政学的なリスクも含めたレジリエンスも重要で
ある。すなわち，地政学的リスクが小さい複数の地域から
の国際的なエネルギーサプライチェーンと，国内の電力だ
けではなく，カーボンニュートラルな化学エネルギーのサ
プライチェーンを構築する必要がある。
図3にカーボンニュートラルな化学エネルギーのサプラ

イチェーンとして，国内の水素供給拠点から，中長距離輸
送を経て，中間拠点から短距離輸送する3つのパターンを
示す。a）は全てパイプライン，すなわち高圧導管と供給
導管での構成，b）が水素エネルギーキャリア，例えば液
体水素や有機ケミカルハイドライドのまま中間の供給導管
の拠点に輸送して，この拠点で水素化して供給導管で供
給，c）が液体水素あるいはカードルで中間の拠点まで輸
送して，その後ボンベ配送する。これまでの多くの事業で
はインフラ投資が少ないc）で技術実証され，ラストワン
マイルのコスト低減が必要なこと，このためには供給導管
の整備が必須であることが分かってきている。これを一気

にパイプラインに転換することは難しいので，c）からb）
を経て，本格的な供給システムであるa）を目指すような
段階的なインフラ整備が不可欠である。
 

 
海外から船舶輸送でエネルギーを輸入する必要がある日

本のカーボンニュートラル実現に向け，水素エネルギーイ
ンフラの整備が不可欠である。このためには，再エネ・水
素製造・輸送・貯蔵・利用で構成される最適なシステムの
構築が必要であり，単純な試算でも500兆円規模の投資が
必要と推定される。このなかで，レジリエンスや地政学的
リスクも考慮して，国内のエネルギーシステムがオール電
化に向かわず，水素エネルギー社会を構築するためには導
管供給の整備から始めるインフラ整備が重要である。以上
のように，カーボンニュートラルに向けて，新たな産業を
立ち上げてインフラを作り直すような視点で考えていく必
要があると考える。

4．おわりに
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JAXAは，持続可能な月探査の実現に向けて，月面の氷

含有レゴリス（砂）を原料に，宇宙機の推薬である液体水
素及び液体酸素を現地で生成することを目的とした「月面
推薬生成プラント」の構築に向け，全体システムの構想検
討や関連技術開発に取り組んでいる。内閣府より公表され
た「宇宙技術戦略」1）では「月面推薬生成プラントの概念検
討や地上実証，月面実証などにより実現可能性を見極め，
将来的な国際共同ミッションにおいて，我が国が主導的な
立場で参画することを目指す」との政府方針が示された。

月面推薬生成プラントの実現にあたっては，資源採取，
推薬生成及び充塡に係る要素技術開発に加え，それらを統
合するシステムインテグレーション技術，電力・通信など
のインフラ基盤の整備，プラント建設手法の確立が必須で
ある。また，過酷な月面環境（高真空，低重力，温度サイクル，

放射線）や通信遅延，メンテナンス性などを考慮したシス
テム設計が必要であり，地上社会で培われた化学工学に関
する技術的知見と宇宙技術の融合が成功の鍵となる。
 

 
月極域（北極と南極周辺）には彗星・小惑星・太陽風によ

りもたらされた水氷（あるいは水素）が保存されていると考
えられている。月極域の水氷関連データは，リモートセン
シング観測データに基づく多くの研究結果が報告されてい
るが，観測波長・データ解析手法により結果が異なること
や，データの解釈において意見が分かれるなどの理由か
ら，量・分布・形態（塊，吸着など）について決定的な結論
はまだ得られていない。月面における水資源利用の実現に
は，一定程度の水の存在確認が必要であり，我が国の月極
域探査機プロジェクト（LUPEX）を含め，各国で水資源探
査に向けた活動が本格化している。
 

 
JAXAが策定した「日本の国際宇宙探査シナリオ案」2）に基

づき，月面推薬生成プラントにおける年間の推薬生成量を

1．はじめに

2．月面の水資源及び探査計画

3． 月面推薬生成プラントの実現に向けた
技術開発

月面推薬生成プラントの構想検討 
及び関連技術開発
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